
第22回 出版流通学院 書店研究会セミナー

今すぐ取り組む！

書店の「働き方改革」

2019年7月24日（水）

はた社会保険労務士事務所

特定社会保険労務士 羽田未希

https://hata-sharoushi.com/

1

https://hata-sharoushi.com/


17年間の飲食業現場経験を持つ、異色
の女性社会保険労務士として飲食業・
小売業などサービス業を得意とする。
パート・アルバイト活用、人材育成の
コンサルティング、労使トラブルを未
然に防ぐ就業規則作成、助成金申請な
ど、中小企業の人材活用のサポートを
行う。

著書：『店長のための「稼ぐスタッ
フ」の育て方』（同文舘出版）

SmartHR Mga. にて【飲食・小売業、
人事カイカク】連載中
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はた社会保険労務士事務所
特定社会保険労務士 羽田未希（はたみき）



我が国の総人口及び人口構造の推移と見通し
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出典：内閣府「令和元年版少子化社会対策白書」



4

出生数および合計特殊出生率の年次推移

出典：内閣府「令和元年版少子化社会対策白書」
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出典：
首相官邸ホームページ
「働き方改革実行計画
（概要）」
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完全失業率と有効求人倍率の推移

出典：厚生労働省
「平成30年版労働経済白書」

有効求人倍率
2018年3月1.59倍

完全失業率
2018年3月2.5％



1. コストコントロール（人件費削減など）

「人手不足・人材不足」「長時間労働」

2. 非正規労働者への依存度の高さ

非正規労働者の割合は全体で37.9％（労働力調査平成30年平均）

卸売業・小売業42.6％（平成29年就業構造基本調査）

3. 待遇改善（給与・労働条件）

男性の平均年収：全体337万円、卸売業・小売業346万円

（平成30年賃金構造基本統計調査）

最低賃金が毎年改定され、パート・アルバイトの人件費は上昇の一途 ※毎年3%アップ

（平成30年：全国874円、東京985円、神奈川983円、埼玉898円、千葉895円）

シフト制、年間休日数少ない、年次有給休暇の取得率低い

４．離職率が高い

平成27年3月新卒（大卒）の3年離職率は全体で31.8% 小売業37.7%
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「小売業」が抱える人事課題
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パート・アルバイト雇用の現状

出典：厚生労働省ホームページ
「非正規雇用の現状と課題」
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パート・アルバイト雇用の現状

出典：厚生労働省派遣
・有期労働対策部企画課

「資料４ 非正規雇用の現状」



■労働時間法制の見直し【施行期日：2019年4月1日】

（労働基準法、労働安全衛生法、労働時間等設定改善法の改正）

・年5日間の年次有給休暇の取得義務化 ※中小企業の猶予はありません。

・時間外労働の上限規制（罰則付き） ※中小企業は、2020年４月１日～

・月60時間超の残業の割増賃金率引き上げ ※中小企業は、2023年４月１日～

・「勤務間インターバル」制度の導入促進

・労働時間の客観的な把握（企業に義務づけ）

・「フレックスタイム制」の拡充（3ヶ月のフレックスタイム制）

・高度プロフェッショナル制度を創設 ・産業医・産業保健機能の強化

■同一労働同一賃金【施行期日：2020年4月1日】

（パートタイム労働法 、労働契約法、労働派遣法の改正）

※中小企業のパートタイム・有期雇用労働法の適用は2021年４月１日～

・正規雇用労働者と非正規雇用労働者の間の不合理な待遇差が禁止

・労働者に対する、待遇に関する説明義務の強化
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働き方改革関連法改正



働き方改革関連法における「中小企業」の定義
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出典：厚生労働省京都労働局「働き方改革関連法の主な内容と施行時期」より抜粋
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（１）年次有給休暇の取得義務化 ※中小企業に猶予なし

出典：厚生労働省「年次有給休暇の時期指定義務」より抜粋
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パート・アルバイトの年次有給休暇の比例付与

年次有給休暇の比例付与とは
パートタイム労働者など、所定労働日数が少ない労働者についても年次有給暇
は付与されます。
ただし、フルタイムの労働者よりも少なく、所定労働日数に応じて比例的に付
与されます。



労働者一人平均年次有給休暇の取得状況
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出典：厚生労働省
「平成30年就労条件総合調査」

［労働者1人当たり取得日数］
平成30年調査計：9.3日
卸売業・小売業：6.5日
宿泊業・飲食サービス業：5.2日

［労働者1人平均取得率］
平成30年調査計：51.1%
卸売業・小売業：35.8%
宿泊業・飲食サービス業：32.5%
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（２）残業時間の上限規制（罰則付き） ※中小企業は2020年4月～

出典：厚生労働省「～一億総活躍社会
の実現に向けて～」別紙1 ①残業時間
の上限規制より抜粋
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（３）月60時間超の残業の割増賃金率引き上げ ※中小企業は2023年４月１日～

出典：厚生労働省
「働き方改革」
リーフレット抜粋
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（4）「同一労働同一賃金」

「同一労働同一賃金」とは
同一企業・団体におけるいわゆる正規雇用労働者（無期雇用フルタイム労働者）
と非正規雇用労働者（有期雇用労働者、パートタイム労働者、派遣労働者）の間
の不合理な待遇差の解消を目指すもの。（2020年4月1日～）

※中小企業のパートタイム・有期雇用労働法の適用は2021年４月１日～

出典：厚生労働省
「働き方改革」
リーフレット抜粋



パートタイム・有期雇用労働法「同一労働同一賃金」には注意！

• ハマキョウレックス事件 (有期と無期）

• 長澤運輸事件 （定年後再雇用）

19

地裁 高裁 最高裁

住宅手当 ○ ○ ○

皆勤手当 ○ ○ ×

無事故手当 ○ × ×

作業手当 ○ × ×

給食手当 ○ × ×

通勤手当 × × ×

地裁 高裁 最高裁

能率給・職務給 × ○ ○

精勤手当 × ○ ×

住宅手当 × ○ ○

家族手当 × ○ ○

役付手当 × ○ ○

賞与 × ○ ○



書店業界の「働き方改革」 労働条件・労働環境改善のための3つの対策
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労働生産性の向上

•経営トップ・管理職の意識改革（長時間労働の是正）

•業務内容・手順の見直し、ＩＴの活用、ビジネスモデルの革新など

•年次有給休暇の取得促進

多様な働き方の推進

•限定社員制度導入（職務限定/勤務地限定/短時間）、女性・シニアの活用

•柔軟な勤務体制（テレワーク、フレックスタイム制、兼業・副業）

効率的な人事労務管理体制の構築

•労働者一人ひとりに合わせた細やかな人事労務管理

•パート・アルバイトの戦力化と「同一労働・同一賃金」

•人材育成・スキルアップによる労働生産性向上



働き方改革 ⇒ 人手不足時代の人材確保

人材確保は経営の問題

・求人募集してもなかなか応募者が集まらない状況はここ数年常態化。

・新聞の記事では、全体の倒産件数は減少しているものの、飲食業など

のサービス業中心に「求人難」や「人件費高騰」など人手不足が理由

となった倒産が増えている。
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～働き方改革の推進～

労働条件と労働環境を改善し、魅力的な企業づくりによって

労働者・求職者から選ばれる必要がある。

（優秀な人材の定着、採用競争力が高まる）
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5年働くと有期雇用者は無期転換権

労働契約法改正（平成25年4月）

出典：厚生労働省
「労働契約法改正」
リーフレット抜粋
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5年働くと有期雇用者は無期転換権

労働契約法改正（平成25年4月）

出典：厚生労働省
「労働契約法改正」
リーフレット抜粋


